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■日雇い派遣・スポット派遣の禁止こそが、労働者の生活を守る！！
Ｑ◆人材派遣協会などの署名の内容

(-_-;)「三十日以内の派遣ができなくなります」は、どう考えたらいいの？
Ａ：日雇い派遣を禁止すれば、雇用破壊に、歯止めをかけられます。
日雇い派遣はこれまで日給12,000円程度だった肉体労働の相場を一気に6,000円から7,000円 の賃金水準に落としました。一般事務職の仕事まで日雇い化されて時給が下げられています。これでは正社員の雇用が、どんどんなくなって当然です。日雇い派遣の賃金で１ヶ月の生活保障がされるわけではなく雇用保険ももらえず、結果として雇用破壊・生活破壊の元凶となっています。
Ａ：日雇い派遣を禁止すれば、働く人の安全を確保して労災を防ぐことができます。 

「日雇い派遣」では、現地集合が多いため、事前の就業環境把握や健康診断・安全教育などをしていません。正社員にはされている安全対策が、派遣には、されていないことなどが原因で、作業台から転落・死亡するなど、深刻な労災事故発生の温床ともなっています。究極的には、使い捨てよりひどい「使い切り」横行の元凶となっているのです。
Ａ：日雇い派遣を禁止すれば、安定した生活と雇用が確保できます。
　　「日雇い派遣」のような細切れ雇用は、年次有給休暇、社会労働保険などの権利が否定され労働者としての当然の権利を剥ぎ取られた無権利状態に置かれるのです。
このため、少しでも健康状態が悪かったりして満足に働けない日が続くとアパートを追い出されるなどして路上に放り出されてしまうため衣食住をまかなえない生活困難な労働者を産み出す原因となっています。

人材派遣協会などの署名活動は、以上のような事実を隠しており失業中で生活困難な人を日雇いにして使い捨てるためで、派遣労働者を守るものではありません。

■派遣労働者への差別を禁止し正社員との均等待遇を実現すること！

Ｑ：◆人材派遣協会などの署名の内容、
(-_-;)「専門業務以外の登録型の派遣ができなくなります」は、どう、考えたらいいの？

Ａ：人材派遣業界の性差別的な考え方です。

登録型派遣が専門26業務で認められたこと自体が、性差別的なものです。専門26業務には特に女性が多く働いていますが、この「専門」と言う言葉が実に広く解釈されていて、なんでもありなのです。つまり、女性が登録型の不安定な間接雇用で働くのは、当然「あり」だと言っているのです。

■登録型派遣を禁止することが、労働者の生活を守る！

Ｑ：◆人材派遣協会は、「今回の不況により多くの方が人員削減の対象となり、仕事を失ったのも事実です。しかし、それでもなお、約100万人の方が今も派遣で働き、仕事を求めて登録に来られます。これだけ多くの方が必要としている派遣という働き方を守って行きたいと考えています」
と言っていますが、どう考えたらよいでしょうか？
Ａ：人材派遣協会は、人間の「レンタル商品」扱いをやめることが先決です。

今年初めの派遣村の事実をどのように受け止めているのでしょうか？事務職派遣でも「契約期間が終了したから」と一方的な雇い止め、「仕事が終了したから」と中途契約解除が続出しています。それに対して、自ら責任をとるユーザー企業、派遣会社はごくわずかです。また、違法な事前面接で「結婚」や「出産」の予定を聞くユーザー企業や派遣会社は、数知れません。そして、妊娠を告げ、産休を申請したら、即派遣切りというケースも後を絶ちません。
派遣労働者の声(*^_^*)<`ヘ´>(#^.^#)(^_^.)(^_^) (~o~)  (^^)(^^♪!(^^)!(^・^)(^_-)-☆^m^(^_^)v
　■１９８５年労働者派遣法の成立以降、女性の非正規雇用が急速に増加
1985年派遣法によって派遣が合法になった年は、女性労働者の68.1％が正社員、パート28.4％、派遣労働者は3.5％でした。それが、2007年には、正社員46.6％、パート40.6％、派遣労働者12.8％と、非正規雇用が半数以上になりました。派遣労働の解禁が、雇用破壊の一要因になっていることは確かです。
	


連絡先　　働く女性の全国センター　TEL 03-5304-7383　FAX　03-5304-7379　　　office@acw2.org
　　　　　　　　女性と貧困ネットワーク　Eメール　binbowwomen@gmail.com
抗議先　社団法人 日本人材派遣協会

〒102-0072 東京都千代田区飯田橋3-11-14　G.S千代田ビル2F　TEL03-3222-1601　FAX03-3222-1606
派遣労働を守る為の署名活動にご協力をお願いします！





社団法人　人材派遣協会
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　　通算10年以上、5社以上のオフィスで派遣社員として就労してきたＡさんは、「昼休みや終業後の派遣仲間との談笑時に、「ずっとこの派遣先の会社で働きたい」という派遣仲間の声を何十回、何百回と耳にしましたが、「ずっと派遣労働をしたい」という派遣仲間の声を、聞いたことは一度もありませんでした。


また、同じ派遣先で何年も継続して働く派遣社員は、たいてい職場のなかでのコミュニケーションも良好で仕事への愛着もあるし円滑に業務を遂行するためには、なくてはならないような存在になっています。しかし、「今期は、予算がとれなかったからというような名目で、次々と「返品」されるかのように切られていく仲間たちを見送る時ほど、辛い時はなかった」と語っていました。　　大企業の正社員は、人員削減の対象となったとしても、会社の福利厚生やセーフティーネットの網に守られてきたし雇い主の雇用責任も明確なので、いきなり路頭に迷うというようなことは滅多にありません。しかし、派遣労働者の多くは、派遣会社による各種保険未加入などによりセーフティーネットの網から落とされているので手持ち数百円で路上に放り出されるという悲劇や惨劇が起こり得るのです。








